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平成２５年（厚）第９４５号

平成２６年３月３１日裁決

主文

後記「理由」欄第２の２記載の原処分を取

り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

｢ 国年法 ｣ という。）による障害基礎年金

及び厚生年金保険法（以下「厚年法」とい

う。）による障害厚生年金（以下、併せて

「障害給付」という。）の支給を求めるとい

うことである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、平成○年○月○日を初診日

とする筋強直性ジストロフィー（以下「当

該傷病」という。）により障害の状態に

あるとして、平成○年○月○日（受付）、

厚生労働大臣に対し、事後重症による請

求として障害給付の裁定を請求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「障害厚生年金を受

給するためには、傷病の初診日が厚生年

金保険の被保険者であった間であること

が要件の１つとなっていますが、現在提

出されている書類では、当該請求にかか

る傷病（筋強直性ジストロフィー）の初

診日が平成○年○月○日（厚生年金保険

の被保険者であった間）であることを確

認することができないため。」との理由

により、障害給付の請求を却下する旨の

処分（以下「原処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官（以下「審査官」と

いう。）に対する審査請求を経て、当審

査会に対し、再審査請求をした。

第３　問題点

１　障害厚生年金は、障害の原因となった

傷病（その障害の直接の原因となった傷

病が他の傷病に起因する場合は当該他の

傷病を含む。以下同じ。）につき初めて

医師又は歯科医師の診療を受けた日（以

下「初診日」という ｡）において、厚生

年金保険の被保険者であることという要

件が満たされない者には支給されないこ

ととなっている。

そして、初診日の前日において、当

該初診日の属する月の前々月までに国民

年金の被保険者期間があり、①当該被保

険者期間に係る保険料納付済期間と保険

料免除期間とを合算した期間が当該被保

険者期間の３分の２以上である場合のと

き、または、②当該初診日の属する月の

前々月までの１年間のうちに保険料納付

済期間及び保険料免除期間以外の国民年

金の被保険者期間がない場合でなけれ

ば、支給されないことになっており（以

下、併せて「保険料納付要件」という。）（厚

年法第４７条第１項、第４７条の２第１

項及び第２項並びに国民年金法等の一部

を改正する法律（昭和６０年法律第３４

号）附則第６４条第１項）、さらに ､ 障

害厚生年金は、その傷病による障害の状

態が、厚年法施行令（以下「厚年令」と

いう。）別表第１に掲げる程度 ( 障害等

級３級 )以上に該当しなければ支給され

ず ､障害の状態が、国年法施行令（以下

「国年令」という。）別表に定める程度（１

級又は２級）に該当するときは、障害厚

生年金に併せて、障害基礎年金も支給さ

れることとなっている。

２　本件の場合、保険者が、上記第２の２

に記した理由により、原処分を行ったこ

とに対し、請求人は、同人の当該傷病の

初診日（以下｢本件初診日｣という｡）は、

請求人が厚生年金保険の被保険者であっ

た平成○年○月○日（再審査請求におい

ては、同月○日）である旨主張し、これ

を前提とする障害給付の支給を求めてい

ると解されるので、本件の問題点は、ま

ずは本件初診日がいつと認められるかで

あり、次にそれを前提として、保険料納

付要件が満たされている場合は、裁定請

求日における当該傷病による障害の状態

（以下「本件障害の状態」という。）が厚

年令別表第１あるいは国年令別表に定め
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る程度に該当しているかどうかである。

第４　当審査会の判断

１　本件初診日について判断する。

(1)　初診日に関する証明資料は、国年

法及び厚年法が、発病又は受傷の日で

はなく、初診日を障害給付の受給権発

生の基準となる日と定めている趣旨か

らいって、直接診療に関与した医師又

は医療機関が作成したもの、又はこれ

に準ずるような証明力の高い資料でな

ければならないと解するのが相当であ

る。

また、国年法及び厚年法上の障害

の程度を認定するためのより具体的な

基準として、社会保険庁により発出さ

れ、同庁の廃止後は厚生労働省の発出

したものとみなされて、引き続き効力

を有するものとされている「国民年金・

厚生年金保険障害認定基準」（以下「認

定基準」という。）が定められているが、

障害の認定及び給付の公平を期するた

めの尺度として、当審査会もこの認定

基準に依拠するのが相当であると考え

るものである。そして、認定基準は、「第

１　一般的事項」の「３　初診日」で、

「初診日」とは、「障害の原因となった

傷病につき、初めて医師又は歯科医師

の診療を受けた日をいう。」とされて

いるところ、障害の原因となった傷病

の前に、その傷病と相当因果関係があ

ると認められる傷病があるときは、最

初の傷病の初診日をもって、障害の原

因となった傷病の初診日とするのが相

当である。

(2)　本件についてこれをみると、本件

で本件初診日に関して上記のような証

明力を有する資料として提出されてい

るのは、①　ａ病院ｂ科・Ａ医師（以

下「Ａ医師」という。）作成の平成○

年○月○日現症に係る同年○月○日付

診断書（以下「本件診断書」という。）、

②　ｃ病院・Ｂ医師（以下「Ｂ医師」

という。）作成の平成○年○月○日付

受診状況等証明書、③　日本年金機構

の照会に対するＢ医師作成の平成○年

○月○日付回答書及び請求人に係る診

療録、④　日本年金機構の照会に対す

るＢ医師作成の平成○年○月○日付回

答書及び請求人に係る診療録、⑤　審

査官の照会に対するＡ医師作成の平成

○年○月○日付回答書及び請求人に係

る診療録、⑥　○○市が平成○年○月

○日付で請求人に交付した身体障害者

手帳、であり、これらをおいて他に存

しない（いずれも写し。以下、これら

を「①」などという。）。そして、①は、

傷病名として当該傷病を掲げ、傷病の

発生年月日は「平成○年○月○日（診

療録で確認）」、初めて医師の診療を受

けた日は「平成○年○月○日（診療録

で確認）」、診断書作成医療機関におけ

る初診時所見は「斧状顔貌、鼻声、両

側胸鎖乳突筋の高度な筋萎縮、四肢遠

位筋優位の筋萎縮、ミオトニア、前頭

部脱毛」と記載され、その初診年月日

は「平成○年○月○日」としている。

②は、傷病名として「右足根骨々折」

を掲げ、発病年月日「平成○年○月○

日」、傷病の原因又は誘因「転倒」、発

病から初診までの経過「Ｈ○．○／○

転倒受傷後、右足部痛で初診。」、初診

年月日「平成○年○月○日」、終診年

月日「平成○年○月○日」、終診時の

転帰「治癒」、初診より終診までの治

療内容及び経過の概要「上記傷病に対

して、ギブス、装具による保存的治療、

とリハビリ治療を行った。経過は問題

なく加療中止。」と記載され、それら

は「当時の診療録より記載したもので

す。」としている。③は、「Ａ様の申し

立てによると、平成○年にｄ病院にお

いて、筋強直性ジストロフィーの診断

をされています。貴院保管のカルテよ

り、その既往歴が確認できますでしょ

うか。なお、既往歴が確認できる場合、

当該部分を含めて前後数ページのカ

ルテのコピーの添付をお願いします。」

という照会について、回答欄の「既往

症が確認できる」及び「既往症が確認

できない。」のいずれにも○が付され、
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「本人の申し出による既往症として、

筋強直性ジストロフィーの記載はあ

り。ただし、当院での当該傷病の加療

歴は無く、詳細については不明です。」

と記載され、診療録には、「入院平成

○年○年○日、退院平成○年○月○日」

とされ、傷病名の記載はなく、「病歴

要約」欄は何も記載されていない。④

は、「前回、先生から頂いた受診状況

等証明書は、平成○年○月○日初診の

右足根骨骨折です。今回先生から頂い

たカルテの表紙には、入院期間平成○

年○月○日～平成○年○月○日となっ

ています。入院された病名及び経過に

ついて知りたく、誠に恐れ入りますが

この入院期間中のカルテ（検査記録等

もありましたら同時に）のコピーをご

提供願います。」という照会について、

「骨折で入院治療歴は無く、通院治療

をＨ○．○／○～○／○を行っている。

Ｈ○年○／○～○／○入院治療病名

は肺炎、診療カルテは無し。」とされ、

診療録の傷病記録欄には「傷病名：右

足内側楔状骨骨々折、診療開始年月日：

○．○．○、転帰：中、傷病名：右胸挫

傷、診療開始年月日：○．○．○、転帰：

中、傷病名：左足関節挫傷、診療開始

年月日：○．○．○、転帰：中、傷病名：

右㐧４・５趾骨折（基節骨）、診療開

始年月日：○．○．○、転帰（注：記載

なし）、傷病名：右足関節挫傷（注：「診

療開始年月日」及び「転帰」は記載な

し）」とされ、「症状・経過」及び「検

査・治療」の内容が記載されている。

⑤は、「障害年金診断書（平成○年○

月○日作成）の「傷病の発生年月日」

については「平成○年○月○日　診療

録で確認」、「初めて医師の診療を受け

た日」についても「平成○年○月○日　

診療録で確認」とそれぞれ記載されて

おりますが、これらの日付については、

他院からの紹介状等により診療録に記

載されたものでしょうか。あるいは患

者本人等からの申し立てにより診療

録に記載されたものでしょうか。」と

いう照会について、「傷病の発生年月

日」及び「初めて医師の診療を受けた

日」はいずれも「本人等からの申し立

てによる」、意見等として「ｄ病院で

ＤＮＡ検査をうけた日付が平成○年○

月○日とのことを、○年○月○日に聴

取した。」と記載され、診療録には平

成○年○月○日受診時に「ｄ病院　Ｄ

ＮＡ検査○年○月○日⇒本人申立て確

認」との記載がある。⑥は、障害名は

「筋疾患による両上肢機能障害著明（２

級）、筋疾患による両下肢機能障害著

明（２級）」、身体障害者等級表による

級別は「１級」とされているが、初診

日等の記載はない。

また、請求人作成の病歴・就労状況

等申立書によれば、請求人は、平成○

年○月○日に、勤務中の事故によりｄ

病院に入院したときに当該傷病が判明

したが、投薬、治療等は一切なかった

と申し立てているが、請求人作成の受

診状況等証明書が添付できない理由書

によれば、同医療機関にカルテ等の診

療録が残っていないため、上記受診に

係る受診状況等証明書は添付できない

としている。

これらの事実によれば、請求人は、

本件初診日を平成○年○月○日と主張

（審理期日において同月○日の主張は

撤回した。）しているところ、Ｂ医師は、

診療録に請求人の申し出による既往症

として、当該傷病の記載はあるが、ｃ

病院での加療歴はなく、詳細について

は不明とし、Ａ医師は、平成○年○月

○日の初診時に請求人からｄ病院で平

成○年○月○日にＤＮＡ検査を受けた

ことを聴取しているが、同ｄ病院にカ

ルテ等の診療録が残っていないため、

当該受診に係る受診状況等証明書は添

付できないとされており、請求人が平

成○年○月○日に当該傷病ないしこれ

と相当因果関係を有する傷病により受

診した事実について、確認することが

できない。

しかしながら、再審査請求の趣旨

227



－ 218 －

及び理由として提出された書面及び審

理期日における再審査請求代理人（請

求人の母）の陳述によると、家族（遺

伝）として、再審査請求代理人と夫（Ｃ）

との間に請求人を含め３人の男子が生

まれているが、夫（Ｃ）は平成○年に

筋緊張性ジストロフィーの診断をｄ病

院で受け、平成○年○月○日に心不全

で死亡し、長男（Ｄ）も平成○年○月

○日に急性心不全で死亡、二男（Ｅ）

も平成○年○月○日に蘇生後不全症で

死亡していることが認められ、三男の

請求人も平成○年○月○日にａ病院に

て「筋強直性ジストロフィー」の診断

を受けていることは前述したとおりで

ある。

筋強直性ジストロフィーは１９番

目の染色体に存在するミオトニンプロ

テインキナーゼの異常な伸長が原因で

あるとされている常染色体優性遺伝の

疾患であり、筋強直現象のみでなく、

心病変（心伝導障害、心筋障害）、中

枢神経障害（認知症状、性格変化、傾

眠）、眼症状（白内障、網膜変性症）、

内分泌異常（耐糖能障害、高脂血症）

などを示し、軽症例では、筋症状は目

立たず、白内障・耐糖能異常のみを示

すことがある。西洋斧様の顔貌、前頭

部脱毛は診断に役立つ特徴である（以

上、「難病情報センター」からの抜粋。）

とされている。

請求人の父親は当該傷病との確定

診断がなされており、この疾患が優性

遺伝することを考慮すると、平成○年

と平成○年に心不全で死亡した２人の

兄も、当該傷病であった可能性は非常

に高く、請求人も、「斧状顔貌、鼻声、

両側胸鎖乳突筋の高度な筋萎縮、四肢

遠位筋優位の筋萎縮、ミオトニア、前

頭部脱毛」（資料１）が認められてい

るので、遺伝性の疾患で、幼少時期か

ら何らかの症状があったことは十分に

推定されるところである。

④によると、ｃ病院に残されている

記録だけでも、平成○年○月○日に右

足内側楔状骨骨折、平成○年○月○日

に右胸挫傷、平成○年○月○日に左足

関節挫傷、平成○年○月○日に右第４、

５趾骨折（基節骨）、右足関節挫傷と

立て続けに骨折や関節挫傷（ねんざ）

を繰り返していることが認められ、し

かも、平成○年○月○日の診療録の記

載をみると、料理中に転倒したなど通

常では考えられない状況で転倒、受傷

していることが窺われるのである。そ

うすると、医学的に考えると、請求人

は当該傷病により、平成○年○月以降、

急速に下肢の症状が悪化し、転倒しや

すい状態に至っていたとするのが合理

的である。

以上を総合的に考えると、平成○

年○月○日にｃ病院を受診し、右足根

骨々折の診断にてギブス装具で治療を

開始された日をもって本件初診日と認

めるのが相当である。

２　本件記録によると、本件初診日と認め

られる平成○年○月○日において、請求

人は厚生年金保険の被保険者であり、保

険料納付要件は満たされていることが認

められる。

３　本件障害の状態について

(1)　本件診断書によると、本件障害の

状態について、以下の記載があること

が認められる。

障害の原因となった傷病名：筋強直性

ジスロトフィー

障害の状態（平成○年○月○日現症）

計測

身長　１６４．０㎝　体重　６８．５

㎏　血圧　最大　１１８mmHg　最小　

９０mmHg

麻痺

外観：弛緩性　不随意運動性

起因部位：筋性

種類及びその程度：運動麻痺

反射

　 上腕 下腿
バビンスキー

反射

その他の

病的反射

右 低下 低下 無 無
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左 低下 低下 無 無

握力：右　３㎏　左　４．５㎏

関節可動域及び筋力

部

　

位

運

動

の

種

類

右 左

関節可動域

(角度 )

関

節

運

動

筋

力

関節可動域

(角度 )

関

節

運

動

筋

力

強直

肢位

他動

可動

域　

強直

肢位

他動

可動

域　

肩

関

節

屈

曲

半

減

半

減

伸

展
〃 〃

内

転
〃 〃

外

転
〃 〃

肘

関

節

屈

曲
〃 〃

伸

展
〃 〃

手

関

節

背

屈

著

減

著

減

掌

屈
〃

股

関

節

屈

曲

半

減

半

減

伸

展
〃 〃

内

転
〃 〃

外

転
〃 〃

膝

関

節

屈

曲

伸

展

足

関

節

屈

曲

伸

展

（注：空欄には斜線が引いてある。）

四肢長及び四肢囲（㎝）

上肢長 上腕囲 前腕囲 下肢長 大腿囲 下腿囲

右５５．８２６．５２３．４８４．１４２．６３１．８

左５５．９２７．０２１．０８５．１４０．６２９．７

日常生活動作の障害の程度

補助用具を使用しない状態で、

一人でうまくできる場合には

………………………………○

一人でできてもやや不自由な場

合には……………………○△

一人でできるが非常に不自由な

場合には…………………△×

一人で全くできない場合には

………………………………×

つまむ（新聞紙が引き抜けない程

度）……………右○△、左○△

握る（丸めた週刊誌が引き抜けな

い程度）………右△×、左○△

タオルを絞る（水をきれる程度）

……………………………両手×

ひもを結ぶ………………両手△×

さじで食事をする……右○、左○

顔を洗う（顔に手のひらをつける）

………………………右○、左○

用便の処置をする（ズボンの前の

ところに手をやる）

………………………右○、左○

用便の処置をする（尻のところに

手をやる）………右○△、左○

△

上衣の着脱（かぶりシャツを着て

脱ぐ）…………………両手○△

上衣の着脱（ワイシャツを着てボ

タンをとめる）………両手△×

ズボンの着脱（どのような姿勢で

もよい）………………両手△×

靴下を履く（どのような姿勢でも

よい）…………………両手△×

片足で立つ……………右×、左×

座る [正座・横すわり・あぐら・

脚なげだし ]（このような姿勢

を持続する）………………○△

深くおじぎ（最敬礼）をする

…………………………………×

歩く（屋内）……………………×
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歩く（屋外）……………………×

立ち上がる……支持があればでき

るが非常に不自由

階段を登る……手すりがあればで

きるが非常に不自由

階段を降りる……手すりがあって

もできない

平衡機能

閉眼での起立・立位保持の状態：

ウ　不可能である。

開眼での直線の１０ｍ歩行の状態：

ウ　転倒あるいは著しくよろめい

て、歩行を中断せざるを得ない。

補助用具使用状況：杖　常時（起床

時より就寝まで）使用

上記の使用状況について：杖なしで

は歩行困難

その他の精神・身体の障害の状態：

舌と手にミオトニアを認める

言語障害ある場合は該当するものを

１つ○で囲んでください。

①　日常会話が誰が聞いても理解

できる。

現症時の日常生活活動能力及び労働

能力：杖を用いても歩行は困難で

あり、生活は常時介助を要す。

予後：進行性

(2)　請求人の当該傷病により、障害給

付あるいは障害厚生年金が支給される

程度としては、国年令別表によると、

「身体の機能の障害又は長期にわたる

安静を必要とする病状が前各号と同程

度以上と認められる状態であつて、日

常生活の用を弁ずることを不能ならし

める程度のもの」（９号）を１級に、「身

体の機能の障害又は長期にわたる安静

を必要とする病状が前各号と同程度以

上と認められる状態であつて、日常生

活が著しい制限を受けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要

とする程度のもの」（１５号）を２級

に、また厚年令別表第１によると、「身

体の機能に、労働が著しい制限を受け

るか、又は労働に著しい制限を加える

ことを必要とする程度の障害を残すも

の」（１２号）を３級とすると規定さ

れている。

また、認定基準によれば、当該傷病

による障害の認定に必要な部分は、第

３第１章「第７節／肢体の障害」と認

められ、肢体の障害による障害の程度

は、「上肢の障害」、「下肢の障害」、「体

幹・脊柱の機能の障害」及び「肢体の

機能の障害」に区分するとされている。

その必要な部分を摘記すると、次のと

おりである。

ア　肢体の機能の障害

( ｱ )･肢体の機能の障害は、脳卒中

等の脳の器質障害、脊髄損傷等の

脊髄の器質障害、多発性関節リ

ウマチ、進行性筋ジストロフィー

等の多発性障害の場合には、関節

個々の機能による認定によらず、

関節可動域、筋力、日常生活動作

等の身体機能を総合的に認定す

る。

( ｲ )･肢体の機能の障害の程度は、

運動可動域のみでなく、筋力、運

動の巧緻性、速度、耐久性及び日

常生活動作の状態から総合的に認

定を行うが、各等級等に相当する

と認められるものを一部例示する

と、次のとおりである。　

１級一上肢及び一下肢の用を全

く廃したもの四肢の機能に相当程

度の障害を残すもの２級両上肢の

機能に相当程度の障害を残すもの

両下肢の機能に相当程度の障害を

残すもの一上肢及び一下肢の機能

に相当程度の障害を残すもの四肢

の機能に障害を残すもの３級一上

肢の機能に相当程度の障害を残す

もの一下肢の機能に相当程度の障

害を残すもの両上肢に機能障害を

残すもの両下肢に機能障害を残す

もの一上肢及び一下肢に機能障害

を残すもの

( ｳ )･日常生活動作と身体機能との

関連は、厳密に区別することがで

きないが、おおむね次のとおりで
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ある。

ａ　手指の機能

(a)･つまむ（新聞紙が引き抜け

ない程度）

(b)･握る（丸めた週刊誌が引き

抜けない程度）

(c)･タオルを絞る（水をきれる

程度）

(d)･ひもを結ぶ

ｂ　上肢の機能

(a)･さじで食事をする

(b)･顔を洗う（顔に手のひらを

つける）

(c)･用便の処置をする（ズボン

の前のところに手をやる）

(d)･用便の処置をする（尻のと

ころに手をやる）

(e)･上衣の着脱（かぶりシャツ

を着て脱ぐ）

(f)･上衣の着脱（ワイシャツを

着てボタンをとめる）

ｃ　下肢の機能

(a)･立ち上がる

(b)･歩く

(c)･片足で立つ

(d)･階段を登る

(e)･階段を降りる

( ｴ )･身体機能の障害の程度と日常

生活動作の障害との関係を参考と

して示すと次のとおりである。

ａ　「用を全く廃したもの」とは、

日常生活動作のすべてが「一人

で全くできない場合」又はこれ

に近い状態をいう。

ｂ　「機能に相当程度の障害を残

すもの」とは、日常生活動作の

多くが「一人で全くできない場

合」又は日常生活動作のほとん

どが「一人でできるが非常に不

自由な場合」をいう。

ｃ　「機能障害を残すもの」とは、

日常生活動作の一部が「一人で

全くできない場合」又はほとん

どが「一人でできてもやや不自

由な場合」をいうとされている。

( ｵ )･手指の機能と上肢の機能とは、

切り離して評価することなく、手

指の機能は、上肢の機能の一部と

して取り扱う。

(3)　上記認定基準に基づいて、本件障

害の状態を判断すると、以下のとおり

である。

請求人の障害は、まず、上肢の機能

をみると、タオルを絞る（水をきれる

程度）（両手）は「一人で全くできな

い」、握る（丸めた週刊誌が引き抜け

ない程度）（右）、ひもを結ぶ（両手）、

上衣の着脱（ワイシャツを着てボタン

をとめる）（両手）は「一人でできる

が非常に不自由」、つまむ（新聞紙が

引き抜けない程度）（右・左）、握る（丸

めた週刊誌が引き抜けない程度）（左）、

用便の処置をする（尻のところに手を

やる）（右・左）、上衣の着脱（かぶり

シャツを着て脱ぐ）（両手）は「一人

でできてもやや不自由」とされている

が、さじで食事をする（右・左）、顔

を洗う（顔に手のひらをつける）（右・

左）、用便の処置をする（ズボンの前

のところに手をやる）（右・左）は「一

人でうまくできる」とされていること

に加え、握力が右３．０㎏、左が４．５

㎏と、両側とも極端に低下しているこ

と、関節可動域及び運動筋力について

は、他動可動域の記載はないが、両肩

関節の屈曲と外転、両肘関節の屈曲と

伸展がいずれも「半減」とされ、両手

関節の背屈と掌屈が「著減」とされて

いることをも併せ考えると、このよう

な障害の状態は、両上肢に「機能障害

を残すもの」と認めるのが相当である。

下肢の機能についてみると、立ち

上がる、階段を登るは、「支持（手す

り）があればできるが非常に不自由」

とされているが、片足で立つ（右・左）、

歩く（屋内・屋外）、階段を降りるは「一

人全くできない」、「手すりがあっても

できない」とされ、両下肢の「機能に

相当程度の障害を残すもの」に該当す

る。
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このような障害の状態は、両上肢が

「機能障害を残すもの」、両下肢が「機

能に相当程度の障害を残すもの」に当

たるので、１級の例示である「四肢の

機能に相当程度の障害を残すもの」に

は該当しないが、２級の例示である「四

肢の機能に障害を残すもの」に該当す

ると認められる。

(4)　以上によれば、請求人には、裁定

請求日を受給権発生日とする障害等級

２級の障害給付が支給されなければな

らない。よって、これと異なる原処分

は相当でないので、これを取り消すこ

ととし、主文のとおり裁決する。
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